
議案第１６号 交野市消防関係手数料条例の一部を改正する条例について

１．条例改正の目的

地方分権推進計画に基づく手数料の標準額の見直しに伴い、地方公共団体の手数料の標準に
関する政令の一部を改正する政令が、令和６年４月１日に一部施行されることから、交野市消
防関係手数料条例について所要の改正を行うもの。

２．条例改正の内容

別表第４に、高圧ガス保安法第５条第１項の規定による高圧ガスの製造の許可の申請に対する審査
のうち、同項第１号の規定に該当する移動式製造設備のみを使用して高圧ガスの製造をするもので、
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３７条の４第１項の許可を受けた場合は、
審査に係る手数料を「６，０００円」とする項目を追加する。

参考資料 消防本部予防課

３．施行期日

令和６年４月１日

議案書５１Ｐ～ ５９Ｐ



別記様式第３号（第８条関係） 
【議会基本条例第 10 条第 1 項関係】 

政策等情報の説明資料 
         令和６年３月定例会 

議案の 
件 名 

議案第１６号 

交野市消防関係手数料条例の一部を改正する条例につい

て 
政策等 
の区分 

計画 ・ 事業 ・ 条例 
その他（         ） 

〈政策等の概要〉 〈他の自治体の類似する政策等との比較〉 
地方自治法第２２７条の規定に基づき、特定の者のためにする事務について徴収する手数料

のうち、消防事務に関するものについて定めたもの。 
他市（近隣市）消防本部においても同様の改正を予定している。 
 
 

〈財源措置の状況〉 (単年度事業でない場合は、全体事業の見込状況を記入) (単位：千円) 
総事業費 国庫支出金 府支出金 市債 その他 一般財源 

      

〈政策等を必要とする背景〉 〈将来にわたる効果及びコストの状況〉 
地方分権推進計画に基づく手数料の標準額の見直しに伴い、地方公共団体の手数料の標準に

関する政令の一部を改正する政令が、令和６年４月１日に一部施行されることから、交野市消

防関係手数料条例について所要の改正を行うもの。 

 
 
 
 
 
 

〈提案に至るまでの経緯〉 〈総合計画等の整合〉 
 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令が令和５年１２月６日に

公布（令和６年４月１日に一部施行） 
まちづくりの目標 
政策分野または経営方針 
施策 

目  標 
３ みんなが助け合い、安心して住み続けられるまち 
 

分野・方針 
１２ 消防・救急 
 

施  策 
火災予防の推進 
 

○その他の計画（該当する場合のみ） 

 計画名称  

〈市民参加の状況〉 策定年度  

 有 ・ 無 （パブリックコメントを実施した場合は、その結果等を含む。） 計画期間  
 
 
 

〈政策等の実施時期〉 令和６年４月１日 
担当部局 担当課 添付資料（有の場合は、その名称） 
消防本部 予防課  有 ・ 無 新旧対照表等 

 



 

交野市消防関係手数料条例（平成２４年条例第１８号）新旧対照表 

新 旧 

別表第４ 別表第４ 

高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下この表において

「法」という。）関係手数料 

高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下この表において

「法」という。）関係手数料 

事務 区分 金額 

１ 法第５条第１

項の規定によ

る高圧ガスの

製造の許可の

申請に対する

審査 

（１） 法第５条

第１項第１号に

該当する者（移

動式製造設備

（高圧ガスの製

造のための設備

で移動すること

ができるように

設計したものを

いう。以下同

じ。）のみを使

用して高圧ガス

の製造をする者

を除く。） 

（略） （略） 

 

（２） 法第５条第１項第１号に該

当する者で移動式製造設備のみを使

用して高圧ガスの製造をするもの

（当該移動式製造設備について液化

石油ガスの保安の確保及び取引の適

６，０００円 

事務 区分 金額 

１ 法第５条第１

項の規定によ

る高圧ガスの

製造の許可の

申請に対する

審査 

（１） 法第５条

第１項第１号に

該当する者（移

動式製造設備

（高圧ガスの製

造のための設備

で移動すること

ができるように

設計したものを

いう。以下同

じ。）のみを使

用して高圧ガス

の製造をする者

を除く。） 

 

 

 

 

 

（略） 
 

（略） 
 
 



 

新 旧 

正化に関する法律（昭和４２年法律

第１４９号）第３７条の４第１項の

許可を受けた者の許可の申請に対す

る審査に限る。） 

（３） 法第５条

第１項第１号に

該当する者で移

動式製造設備の

みを使用して高

圧ガスの製造を

するもの（当該

移動式製造設備

について液化石

油ガスの保安の

確保及び取引の

適正化に関する

法律第３７条の

４第１項の許可

を受けた者の許

可の申請に対す

る審査を除く。）

（略） 

 

（略） 
 

（４） 法第５条

第１項第２号に

該当する者 

（略） （略） 

 

（２） 法第５条

第１項第１号に

該当する者で移

動式製造設備の

みを使用して高

圧ガスの製造を

するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

（３） 法第５条

第１項第２号に

該当する者 

（略） （略） 



 

新 旧 

２

～

４ 

（略）   

５ 法第２０条第

１項の規定に

よる高圧ガス

の製造のため

の施設又は第

一種貯蔵所の

完成検査 

（１）（略） （略） 

（２）法第５条第１項の許可に係る

液化石油ガスの製造のための施設

であって、液化石油ガスの保安の

確保及び取引の適正化に関する法

律第３７条の３第１項の完成検査

を受け、同法第３７条の技術上の

基準に適合していると認められた

もの 

 

（３）（略） （略） 

６

～

９ 

（略）   

備考 （略） 

２

～

４ 

（略）  

 

 

５ 法第２０条第

１項の規定に

よる高圧ガス

の製造のため

の施設又は第

一種貯蔵所の

完成検査 

（１）（略） （略） 

（２）法第５条第１項の許可に係る

液化石油ガスの製造のための施設

であって、液化石油ガスの保安の

確保及び取引の適正化に関する法

律(昭和４２年法律第１４９号)第

３７条の３第１項の完成検査を受

け、同法第３７条の技術上の基準

に適合していると認められたもの 

（３）（略） （略） 

６

～

９ 

（略）  

備考 （略） 

 

 


